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(57)【要約】
【課題】　積層面と積層面に対向する面とが平行でない
場合、積層面と材料層とが接触しない領域が生じ、積層
不良が発生する。
【解決手段】　材料層を積層して立体物を作製する造形
装置であって、前記材料層を形成する層形成部と、前記
材料層を積層面の上に積層する積層部と、を備えており
、前記積層部が、前記材料層が積層されるステージと、
前記ステージとの間で前記材料層を挟んで加圧する対向
部材と、弾性部材と、を備えており、前記弾性部材が、
前記ステージまたは前記対向部材に設けられており、前
記ステージまたは前記対向部材が、前記弾性部材を介し
て前記材料層を加圧することを特徴とする。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　３次元モデルのスライスデータに基づいて形成した材料層を積層して立体物を作製する
造形装置であって、
　前記材料層を形成する層形成部と、
　前記材料層を積層面の上に積層する積層部と、
を備えており、
　前記積層部が、前記材料層が積層されるステージと、
　前記ステージとの間で前記材料層を挟んで加圧する対向部材と、
　弾性部材と、
を備えており、
　前記弾性部材が、前記ステージまたは前記対向部材に設けられており、
　前記ステージまたは前記対向部材が、前記弾性部材を介して前記材料層を加圧すること
を特徴とする造形装置。
【請求項２】
　前記弾性部材が、シート状であることを特徴とする請求項１に記載の造形装置。
【請求項３】
　前記弾性部材が、ＪＩＳＫ６２５３準拠のタイプＤデュロメータで６０以下の部材であ
ることを特徴とする請求項１または２に記載の造形装置。
【請求項４】
　前記弾性部材が、ＪＩＳＫ６２５３準拠のタイプＡデュロメータで９０以下の部材であ
ることを特徴とする請求項３に記載の造形装置。
【請求項５】
　前記弾性部材が、クロロプレンゴム、ニトリルゴム、天然ゴム、エチレン・プロピレン
ゴム、フッ素ゴム、ウレタンゴム、シリコーンゴム、および、これらのゴムスポンジの中
から選択される材料で構成されていることを特徴とする請求項３に記載の造形装置。
【請求項６】
　前記弾性部材の前記積層面に垂直な方向における厚みが、０．１ｍｍ以上２ｍｍ以下で
あることを特徴とする請求項１から５のいずれか１項に記載の造形装置。
【請求項７】
　前記弾性部材が、前記対向部材の前記ステージに対向する面に設けられていることを特
徴とする請求項１から６のいずれか１項に記載の造形装置。
【請求項８】
　前記弾性部材が、前記ステージの前記対向部材に対向する面に設けられていることを特
徴とする請求項１から６のいずれか１項に記載の造形装置。
【請求項９】
　前記ステージが、前記対向部材に対向する面に造形プレートを設置するための構造を有
していることを特徴とする１から８のいずれか１項に記載の造形装置。
【請求項１０】
　前記造形プレートと前記ステージとの間に前記弾性部材が設けられていることを特徴と
する請求項９に記載の造形装置。
【請求項１１】
　前記造形プレートが、前記対向部材に対向する面に前記弾性部材を備えていることを特
徴とする請求項８に記載の造形装置。
【請求項１２】
　前記対向部材が、温度制御が可能な加熱手段を備えることを特徴とする請求項１から１
１のいずれか１項に記載の造形装置。
【請求項１３】
　さらに、前記材料層を前記層形成部から前記積層部へ搬送する搬送体を備えており、前
記搬送体が金属を含むことを特徴とする請求項１から１２のいずれか１項に記載の造形装
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置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、積層造形法を用いて立体物の造形を行う造形装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、アディティブマニファクチャリング（ＡＭ）と呼称される、立体造形技術が注目
を集めている。ＡＭ技術は、３次元モデルの形状データをスライス処理してスライスデー
タを生成し、そのスライスデータに基づいて造形材料からなる材料層を複数形成し、これ
ら複数の材料層を順に積層し固着することで、立体物を造形する技術である。
【０００３】
　特許文献１には、電子写真方式にて中間担持体上に粉体像を形成し、中間担持体上の粉
体像をステージ面と面状ヒーターとで挟みこんで加熱／冷却することにより、粉体像を中
間担持体から積層面へと転写させる造形装置が開示されている。さらに、ステージ面の微
少な凹凸に起因する粉体像の積層面への転写効率の低下を抑制するため、ポリイミド基材
と、３００μｍ厚のシリコーンゴムからなる弾性層と、フッ素樹脂からなる離型層からな
る中間担持体を用いることが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特表平８－５１１２１７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　材料層が中間担持体によってステージに対向する位置まで搬送されると、ヒーターユニ
ットによって材料層が溶融または軟化するまで加熱され、その後冷却されることにより、
ステージまたはステージ上の造形中の立体物の上に積層される。この時、ヒーターユニッ
トが、中間担持体を介して材料層を加熱／冷却するため、積層の度に中間担持体を材料層
が溶融または軟化する温度以上まで昇温、あるいは材料層が固化する温度まで冷却させる
必要がある。
【０００６】
　ところが、特許文献１の中間担持体は、３００μｍ厚のシリコーンゴムからなる弾性層
を有しており、シリコーンゴムの熱伝導率は０．２Ｗ／ｍ・Ｋ程度と低い。そのため、材
料層を積層に必要な温度まで昇温あるいは加熱するのに要する時間が長くなり、１層あた
りの積層時間、ひいては、立体物１つあたりの造形時間が非常に長くなってしまう。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、積層不良の発生を抑制すると共に、立体物１つあたりの造形時間が長くなる
のを抑えることが可能な造形装置を提供することを目的とする。
【０００８】
　具体的には、３次元モデルのスライスデータに基づいて形成した材料層を積層して立体
物を作製する造形装置であって、前記材料層を形成する層形成部と、前記材料層を積層面
上に積層する積層部と、を備えており、
　前記積層部が、前記材料層が積層されるステージと、前記ステージとの間で前記材料層
を挟んで加圧する対向部材と、弾性部材と、を備えており、
　前記弾性部材が、前記ステージまたは前記対向部材に設置されており、
　前記ステージまたは前記対向部材が、前記弾性部材を介して前記材料層を加圧すること
を特徴とする。
【発明の効果】
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【０００９】
　本発明によれば、積層不良の発生を抑制すると共に、立体物１つあたりの造形時間が長
くなるのを抑えることが可能な造形装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明に係る造形装置の構成の概略を示す図である。
【図２】本発明の課題を説明する図である。
【図３】本発明に係る造形装置において材料層が積層面に積層固着される過程の一例を示
す図である。
【図４】第１実施形態に係る立体造形装置の構成例を示す図である。
【図５】第１実施形態に係る立体造形装置の動作シーケンスを示すフローチャートである
。
【図６】第２実施形態に係る造形装置の積層位置における構成の概略を示す図である。
【図７】第３実施形態に係る造形装置の積層位置における構成の概略を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明を実施するための形態を、図面を参照して例示的に説明する。以下の実施
形態に記載されている各部材の寸法、材質、形状、その相対配置、および、各種制御の手
順、制御パラメータ、目標値などは、特に特定的な記載がない限りは、この発明の範囲を
それらのみに限定する趣旨のものではない。
【００１２】
　まず、図１を参照して、本発明に係る造形装置の構成について簡単に説明する。図１は
、造形装置の全体構成を模式的に示す図である。
【００１３】
　造形装置は、概略、制御部（制御ユニットとも称する）Ｕ１、層形成部（層形成ユニッ
ト）Ｕ２、積層部（積層ユニット）Ｕ３を有して構成される。
【００１４】
　制御部Ｕ１は、造形対象物の３次元形状データから複数層のスライスデータ（断面デー
タ）を生成する処理、造形装置の各部の制御などを担うユニットである。
【００１５】
　層形成部Ｕ２は、第１の材料画像形成部１０ａ、第２の材料画像形成部１０ｂ、搬送体
２０を備えている。第１の材料画像形成部１０ａでは第１の造形材料からなる像、第２の
材料画像形成部１０ｂでは第２の造形材料からなる像を形成することができる。図１では
、搬送体２０として、複数のローラー１１０、１１１に張架された無端ベルトを採用して
いる。例えば、ローラー１１０は駆動ローラー、ローラー１１１が従動ローラーで、駆動
部１１２によって駆動ローラー１１０の動作が制御され、搬送体２０の動作も制御される
。搬送体２０は、ベルト状のものに限定されるものではなく、板状の部材で材料層を担持
して搬送する構成であっても構わない。
【００１６】
　スライスデータに基づく制御信号が制御部Ｕ１から層形成部Ｕ２へと送信されると、層
形成部Ｕ２では造形対象物の断面に対応した材料層が形成される。具体的には、スライス
データによって指定された造形材料ごとの像（材料像）が、第１の材料画像形成部１０ａ
および／または第２の材料画像形成部１０ｂにて形成される。第１および第２の材料画像
形成部１０ａ、１０ｂで形成された材料像は、搬送体２０へと転写されるが、この時２つ
の材料像の転写位置を制御することで、搬送体２０上で造形対象物の一断面に対応する材
料層が形成される。転写された材料層は、搬送体２０によって積層部Ｕ３へと搬送される
。
【００１７】
　積層部Ｕ３では、層形成部Ｕ２で形成される複数の材料層が順に積層され、固着される
（以下、積層固着と呼ぶ）ことによって、立体物が作製されるユニットである。
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【００１８】
　図１に示すように、積層部Ｕ３は、対向部材３３、ステージ３４、弾性部材３５を備え
ている。
【００１９】
　積層部Ｕ３では、搬送体２０によって積層位置へと搬送された材料層３６を、ステージ
３４の積層面またはステージ３４上で造形中の立体物の積層面と対向部材３３との間に挟
むことにより、材料層３６と積層面とを互いに接触させる。この状態を維持しながら、加
圧および加熱が行われ、材料層３６が積層面上に積層固着される。積層の際、搬送ベルト
２０を停止させた状態でステージ３４を上下に移動させることにより、材料層３６と積層
面とを接触させても良いが、搬送体２０とステージ３４とを同期して動かしながら材料層
３６と積層面とを接触させても良い。
【００２０】
　次に、本発明が解決しようとする課題について詳しく説明する。
【００２１】
　前述したように、材料層は、積層部Ｕ３の対向部材３３とステージ３４との間に挟まれ
た状態で、加圧および加熱されることにより、搬送体２０から積層面の上に転写され積層
される。この時、対向部材３３の押圧面とステージ３４の積層面との平行度が重要となっ
てくる。
【００２２】
　図２は、対向部材３３の押圧面とステージ３４の積層面とが平行でない場合に、材料層
３６が造形中の立体物（造形物）３７の積層面に転写される際に生じる課題を説明する図
で、分かりやすいように誇張して示している。
【００２３】
　材料層３６が搬送体２０によって積層位置に搬送されると、例えば、対向部材３３は搬
送体２０と接触する位置まで下降し、ステージ３４が上昇する（図２（ａ））。ステージ
３４と対向部材３３との距離が縮まり、材料層３６と搬送体２０を介して両者は接触する
。このとき、対向部材３３とステージ３４の対向面が金属など大きく変形しない材質でで
きているため、ステージ３４と対向部材３３は一部しか接触することができない（図２（
ｂ））。従って、ステージ３４と対向部材３３が接触しない領域では、対向部材３３から
の熱が材料層３６に十分に伝わらないため、材料層３６が溶融状態になりにくく、積層不
良が発生しやすくなる。また、立体物および材料層の一部分しか加圧されず、材料層の加
圧されない領域は、造形面へ転写されずに搬送体２０上に残り、積層不良となる（図２（
ｃ））。
【００２４】
　対向部材３３の押圧面とステージ３４の積層面とを平行に設置できればよいが、実際に
は、対向部材３３とステージ３４との対向面の間には、百μｍ程度の誤差が生じてしまう
と考えられる。そこで、特許文献１のように、搬送体２０に平行度に応じた適切な膜厚の
シリコーンゴムからなる弾性部材を設けると、弾性層によって対向部材３３とステージ３
４との平行度の誤差を吸収することができる。
【００２５】
　ところで、搬送体２０は、積層位置で材料層が軟化あるいは溶融する温度以上に加熱さ
れるが、積層位置以外では積極的に加熱されている訳ではない。従って、特許文献１のよ
うに搬送体２０に弾性部材を設けてしまうと、積層の度に搬送体２０を所定の温度まで昇
温させる必要がある。搬送体２０に数百μｍの厚さのシリコーンゴムからなる弾性部材が
設けられると、積層時に材料層はこのシリコーンゴムを介して加熱されることになるが、
シリコーンゴムの熱伝導率は０．２Ｗ／ｍ・Ｋ程度と低い。そのため、積層の度にシリコ
ーンゴムを所望の温度まで昇温させていると、１回あたりの積層にかかる時間が長くなり
、１つの立体物を造形するのに長時間を要することになってしまう。
【００２６】
　そこで、本発明にかかる造形装置では、対向部材３３とステージ３４との平行度の誤差
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を吸収するための弾性部材を、対向部材３３またはステージ３４の少なくとも一方に設け
る。弾性部材を対向部材３３に設けた場合は、造形している間は対向部材３３と共に加熱
された状態に置かれるため、積層の度に熱伝導率の低い弾性部材を昇温する必要がない。
また、弾性部材をステージ３４に設けた場合には、材料層と加熱手段との間に弾性部材が
存在しないため、材料層の昇温を妨げない。
【００２７】
　図３に本発明に係る造形装置を用いて、材料層３６が造形中の立体物（造形物）３７の
積層面に積層固着される過程の一例を示す。図３では、対向部材３３の、ステージ３４の
積層面と対向する面に弾性部材３５が配置されている。図２と同様、対向部材３３の押圧
面とステージ３４の積層面とは平行になっていない。
【００２８】
　材料層３６が搬送体２０によって積層位置に搬送されると、対向部材３３は搬送体２０
と接触する位置まで下降し、ステージ３４が上昇する（図３（ａ））。ステージ３４と対
向部材３３との距離が縮まり、材料層３６と搬送ベルト２０を介して両者が全面で接触す
る（図３（ｂ））。図２（ｂ）では、対向部材３３とステージ３４の対向面が大きく変形
しないため、ステージ３４と対向部材３３の接触面積を広げることができなかった。しか
し、図３の場合は弾性部材３５が平行度の誤差を吸収するように変形するため、ステージ
３４と対向部材３３を全面接触させることが可能となる。従って、立体物３７および材料
層３６の全面に熱が十分に伝わり、加圧され、材料層３６が搬送ベルト２０上に残ること
なく立体物３７へ転写することができる（図３（ｃ））。
【００２９】
　弾性部材３５は、シート状の部材であるのが特に好ましいが、複数の領域に分割して設
けられる構成部材であっても良い。
【００３０】
　弾性部材３５として、ＪＩＳＫ６２５３準拠のタイプＤデュロメータで６０以下の部材
を好適に用いることができる。特に、ＪＩＳＫ６２５３準拠のタイプＡデュロメータで９
０以下の部材が望ましく、ＪＩＳＫ６２５３準拠のタイプＡデュロメータで５０以下の部
材が特に望ましい。例えば、クロロプレンゴム、ニトリルゴム、天然ゴム、エチレン・プ
ロピレンゴム、フッ素ゴム、ウレタンゴム、シリコーンゴムの中から選択される材料や、
各ゴム材料を発泡させたゴムスポンジを用いても良い。さらに、これらのゴムやゴムスポ
ンジを複数組み合わせて用いても良い。
【００３１】
　弾性部材３５の積層面に垂直な方向における厚みは、０．１ｍｍ以上２ｍｍ以下が好ま
しい。厚みを０．１ｍｍ以上にすることにより対向部材３３とステージ３４との平行度の
ずれを吸収することができる。また、弾性部材３５の厚みを２ｍｍ以下とすることによっ
て、弾性部材３５の熱容量が増大するのを抑制し、弾性部材３５が対向部材の温度変化に
追従しやすくすることができる。その結果、対向部材の温度変化を短時間で材料層に伝え
ることができる。
【００３２】
　以下、本発明にかかる実施形態について具体的に説明するが、これらの実施形態で説明
する構成を複数組み合わせて採用することもできる。
【００３３】
　＜第１実施形態＞
　［造形装置の全体構成］
　第１実施形態に係る造形装置を備える造形システムの構成を、具体例を挙げて説明する
。本実施形態では、粒子状の造形材料を２次元に配置した材料層を積層することによって
立体物を作製する方式を用いているが、液状の造形材料を用いて形成した材料層を積層し
て立体物を作製する方式であってもよい。
【００３４】
　第１実施形態に係る造形装置の構成例を図４に示す。造形装置は、概略、制御部Ｕ１、
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層形成部Ｕ２、積層部Ｕ３を有して構成される。制御部Ｕ１は、造形対象物の３次元形状
データから複数層のスライスデータ（断面データ）を生成する処理、造形装置の各部の制
御などを担うユニットである。層形成部Ｕ２は、電子写真プロセスを利用して造形材料か
らなる材料層を形成するユニットである。そして、積層部Ｕ３は、層形成部Ｕ２で形成さ
れる複数の材料層を順にステージの上に積層することによって、立体物を形成するユニッ
トである。
【００３５】
　Ｕ１～Ｕ３は、各部を別の筐体に収めてユニット化してもよいし、まとめて１つの筐体
の中に収められていてもよい。Ｕ１～Ｕ３をユニット化する構成は、立体造形装置の用途
、要求性能、使用したい材料、設置スペース、故障などに応じて、ユニットの組み合わせ
や交換などを容易に行うことができ、装置構成の自由度及び利便性を向上できるという利
点がある。一方、Ｕ１～Ｕ３をまとめて１つの筐体内に収める構成は、装置全体の小型化
、コストダウンなどの利点がある。なお、図４のユニット構成はあくまでも一例であり、
他の構成を採用しても構わない。例えば、層形成部Ｕ２は、インクジェットプロセスを利
用して材料層を形成するものであっても良い。
【００３６】
　本実施形態の造形装置では、図１における搬送体２０を、第１の搬送体（搬送ベルト）
１１と第２の搬送体（搬送ベルト）３０とで構成している。そして、弾性部材３５は、対
向部材３３と第２搬送ベルト３０との間に配置されている。層形成部Ｕ２で材料画像が転
写される搬送体と、積層部Ｕ３で材料層を積層面に転写する搬送体とを分けることにより
、積層部の熱が層形成部Ｕ２に影響を与えるのを低減することができるという利点がある
。
【００３７】
　［制御ユニット］
　制御部Ｕ１の構成を説明する。制御部Ｕ１は、３次元モデルデータ入力部Ｕ１０、デー
タ生成部Ｕ１１、層形成制御部Ｕ１２、積層制御部Ｕ１３を有している。
【００３８】
　３次元モデルデータ入力部Ｕ１０は、外部装置（例えばパソコンなど）から造形対であ
る３次元モデルの３次元形状データや材料情報を受け付ける機能を有している。３次元形
状データとして、３次元ＣＡＤ、３次元モデラー、３次元スキャナなどで作成・出力され
たデータを用いることができる。そのファイル形式は問わないが、例えば、ＳＴＬ（Ｓｔ
ｅｒｅｏＬｉｔｈｏｇｒａｐｈｙ）ファイル形式を好ましく用いることができる。
【００３９】
　データ生成部Ｕ１１は、３次元形状データで表現された３次元モデルを所定のピッチで
スライスして層毎の断面形状を計算し、その断面形状を基に層形成部Ｕ２での材料層形成
に用いる画像データ（スライスデータと呼ぶ）を生成する機能を有する。画像データは、
３次元モデルの材料情報と紐付けされており、どの造形材料をどのように配置するかを、
層形成部Ｕ２に与えることができる。さらに、データ生成部Ｕ１１は、３次元形状データ
又はスライスデータを解析して、オーバーハング部（直下が空間となる部分）の有無を判
断し、必要に応じてサポート材料を配置するためのデータを含むスライスデータを生成す
る。
【００４０】
　３次元モデルデータ入力部Ｕ１０、および、データ生成部Ｕ１１は、層形成制御部Ｕ１
２で材料層を形成するためのデータが入手できるのであれば、造形装置が備えていなくて
も構わない。例えば、制御部Ｕ１が、３次元モデルデータ入力部Ｕ１０とデータ生成部Ｕ
１１の代わりに受信部を備えており、ネットワーク回線を介して外部で生成されたスライ
スデータを取得する構成であってもよい。
【００４１】
　詳しくは後述するが、本実施形態の層形成ユニットＵ２は複数種類の材料を用いた材料
層の形成が可能である。そのため、スライスデータは、それぞれの材料の像に対応するデ
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ータを含んでいる。スライスデータのファイル形式としては、例えば、多値の画像データ
（各値が材料の種類を表す）やマルチプレーンの画像データ（各プレーンが材料の種類に
対応する）を用いることができる。
【００４２】
　層形成制御部Ｕ１２は、スライスデータに基づいて、層形成部Ｕ２における材料層形成
プロセスを制御する機能を有する。また、積層制御部Ｕ１３は、積層部Ｕ３における積層
プロセスを制御する機能を有する。各部での具体的な制御内容については後述する。
【００４３】
　また、図示しないが、制御ユニットＵ１は、操作部、表示部、記憶部を備えている。操
作部は、ユーザからの指示を受け付ける機能である。例えば、電源のオン／オフ、装置の
各種設定、動作指示などの入力が可能である。表示部は、ユーザへの情報提示を行う機能
を有しており、例えば、各種設定画面、エラーメッセージ、動作状況などの提示が可能で
ある。記憶部は、３次元形状データ、スライスデータ、各種設定値などを記憶する機能を
有している。
【００４４】
　制御部Ｕ１は、ハードウエア的には、ＣＰＵ（中央演算処理装置）、メモリ、補助記憶
装置（ハードディスク、フラッシュメモリなど）、入力デバイス、表示デバイス、各種Ｉ
／Ｆを具備したコンピュータにより構成することができる。上述した各機能Ｕ１０～Ｕ１
３は、補助記憶装置などに格納されたプログラムをＣＰＵが読み込んで実行し、必要なデ
バイスを制御することで実現されるものである。ただし、上述した機能のうちの一部又は
全部をＡＳＩＣやＦＰＧＡなどの回路で構成したり、あるいは、クラウドコンピューティ
ングやグリッドコンピューティングなどの技術を利用して他のコンピュータに実行させて
もよい。
【００４５】
　［層形成部］
　層形成部Ｕ２は、電子写真プロセスを利用して造形材料からなる材料画像を形成するユ
ニットである。電子写真プロセスとは、感光体を帯電し、露光によって潜像を形成し、現
像剤粒子を付着させて現像剤像を形成するという一連のプロセスによって、所望の像を形
成する手法である。
【００４６】
　図４に示すように、層形成部Ｕ２は、第１の材料画像形成部１０ａ、第２の材料画像形
成部１０ｂ、第１の搬送ベルト１１、ベルトクリーニング装置１２、画像検知センサー１
３を備えている。第１の材料画像形成部１０ａは、第１の造形材料Ｍａを用いて材料層を
形成するための材料画像形成手段であり、像担持体１００ａ、帯電装置１０１ａ、露光装
置１０２ａ、現像装置１０３ａ、転写装置１０４ａ、クリーニング装置１０５ａを有する
。第２の材料画像形成部１０ｂも第１の材料画像形成部１０ａと同様の構成を有している
。
【００４７】
　これらの材料画像形成部１０ａ、１０ｂは第１の搬送ベルト１１の表面に沿って配置さ
れている。なお、図４では、構造材料の材料画像形成部１０ａを搬送方向上流側に配置し
ているが、材料画像形成部の配置順は限定されない。また、材料画像形成部の数は２つよ
り多くてもよく、用いる造形材料の種類に応じて適宜増やすことができる。例えば、４つ
の材料画像形成部を設けると、４種類の構造材料で像形成を行ったり、３種類の構造材料
と１種類のサポート材料とで像形成を行ったりすることができる。材質、色、固さなど物
性が異なる複数種類の材料を組み合わせることで、生成する立体造形物のバリエーション
が豊富になる。このような拡張性に優れる点も、電子写真プロセスを利用した立体造形装
置の利点の一つといえる。
【００４８】
　以下、層形成部Ｕ２の各部の構成について詳しく説明する。ただし、材料画像形成部１
０ａ～１０ｄに共通する説明の中では、構成部材の参照符号の添え字ａ～ｄを省略し、材
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料画像形成部１０、像担持体１００などと記載する。
【００４９】
　（像担持体）
　像担持体１００は、静電潜像を担持するための部材である。ここでは、アルミニウムな
どの金属製シリンダーの外周面に光導電性を有する感光体層が形成された感光体ドラムが
用いられる。感光体としては、有機感光体（ＯＰＣ）、アモルファスシリコン感光体、セ
レン感光体などを用いることができ、立体造形装置の用途や要求性能に応じて感光体の種
類を適宜選択すればよい。像担持体１００は、不図示の枠体に回転自在に支持されており
、像形成時には不図示のモーターによって図中の時計周りに一定速度で回転する。
【００５０】
　（帯電装置）
　帯電装置１０１は、像担持体１００の表面を一様に帯電させるための帯電手段である。
本実施形態ではコロナ放電による非接触帯電方式を用いるが、帯電ローラーを像担持体１
００の表面に接触させるローラー帯電方式など他の帯電方式を用いても構わない。
【００５１】
　（露光装置）
　露光装置１０２は、画像情報（スライスデータ）に従って像担持体１００を露光し、像
担持体１００の表面上に静電潜像を形成する露光手段である。露光装置１０２は、例えば
、半導体レーザや発光ダイオードなどの光源と、高速回転するポリゴンミラーからなる走
査機構と、結像レンズなどの光学部材とを有して構成される。
【００５２】
　（現像装置）
　現像装置１０３は、現像剤（ここでは、構造材料又はサポート材料の粒子）を像担持体
１００に供給することで、静電潜像を可視化する現像手段である（本明細書では、現像剤
によって可視化された像を材料画像と称す）。現像装置１０３は、２次元のプリンタに用
いられる現像装置と同様の構成を採用することができる。
【００５３】
　現像装置１０３は、いわゆる現像カートリッジの構造をとり、画像形成ユニットＵ２に
対し着脱自在に設けられているのが好ましい。カートリッジの交換により現像剤（構造材
料、サポート材料）の補充・変更が容易にできるからである。あるいは、像担持体１００
、現像装置１０３、クリーニング装置１０５などを一体のカートリッジとし（いわゆるプ
ロセスカートリッジ）、像担持体自体の交換を可能にしてもよい。構造材料やサポート材
料の種類、固さ、粒径により像担持体１００の摩耗や寿命が特に問題となる場合には、プ
ロセスカートリッジ構成の方が実用性・利便性に優れる。
【００５４】
　（転写装置）
　転写装置１０４は、像担持体１００上の材料画像を第１の搬送ベルト１１の表面上へと
転写させる転写手段である。転写装置１０４は、第１の搬送ベルト１１を挟んで像担持体
１００の反対側に配置されており、像担持体１００上の材料画像と逆極性の電圧を印加す
ることで、静電的に材料画像を搬送ベルト１１側へと転写させる。像担持体１００から第
１の搬送ベルト１１への転写を１次転写とも称す。図４の造形装置ではコロナ放電を利用
した転写方式を用いているが、ローラー転写方式や、静電転写方式以外の転写方式を採用
することもできる。
【００５５】
　（クリーニング装置）
　クリーニング装置１０５は、転写されずに像担持体１００上に残った現像剤粒子を回収
し、像担持体１００の表面を清浄する手段である。図４では、像担持体１００に対しカウ
ンター方向に当接させたクリーニングブレードによって現像剤粒子を掻き落とすブレード
方式のクリーニング装置１０５が採用されているが、ブラシ方式や静電吸着方式のクリー
ニング装置を用いてもよい。



(10) JP 2018-16005 A 2018.2.1

10

20

30

40

50

【００５６】
　（第１の搬送ベルト）
　第１の搬送ベルト１１は、各材料画像形成部１０で形成された材料画像が転写される担
持体である。まず、第１の搬送ベルト１１の搬送方向において上流側の材料画像形成部１
０ａから構造材料の材料画像が転写される。その後、先に第１の搬送ベルト１１に転写さ
れた材料画像に対する配置を考慮して、下流側の材料画像形成部１０ｂからサポート材料
の材料画像を転写することで、第１の搬送ベルト１１の表面上に１枚の材料層が形成され
る。
【００５７】
　第１の搬送ベルト１１は、樹脂、ポリイミドなどの材料からなる無端ベルトであり、図
４に示すように、複数のローラー１１０、１１１に張架されている。なお、ローラー１１
０、１１１の他にテンションローラーを設け、第１の搬送ベルト１１のテンションを調整
できるようにしてもよい。ローラー１１０、１１１のうち少なくとも一方は駆動ローラー
であり、像形成時には不図示のモーターの駆動力によって第１の搬送ベルト１１を図中反
時計周りに回転させる。また、ローラー１１０は、積層ユニットＵ３の２次転写ローラー
３１との間で２次転写部を形成するローラーである。
【００５８】
　（ベルトクリーニング装置）
　ベルトクリーニング装置１２は、第１の搬送ベルト１１の表面に付着した材料をクリー
ニングする手段である。本実施形態では、第１の搬送ベルト１１に対しカウンター方向に
当接させたクリーニングブレードによって材料を掻き落とすブレード方式のクリーニング
装置を採用するが、ブラシ方式や静電吸着方式のクリーニング装置を用いてもよい。
【００５９】
　（画像検知センサー）
　画像検知センサー１３は、第１の搬送ベルト１１の表面に担持された材料画像を読み取
る検知手段である。画像検知センサー１３の検知結果は、材料画像の位置合わせ、後段の
積層部Ｕ３とのタイミング制御、材料画像の異常検知（所望の像でない、像が無い、厚み
のばらつきが大きい、像の位置ずれが大きいなど）などに利用される。
【００６０】
　［積層部］
　次に、積層部Ｕ３の構成を説明する。積層部Ｕ３は、層形成部Ｕ２で形成された材料層
を第１の持搬送ベルト１１から受け取り、これを順に積層し固着することによって、立体
物を作製するユニットである。
【００６１】
　図４に示すように、積層部Ｕ３は、第２の搬送ベルト３０、２次転写ローラー３１、画
像検知センサー３２、対向部材３３、ステージ３４、弾性部材３５を備えている。以下、
積層部Ｕ３の各部の構成について詳しく説明する。
【００６２】
　（第２の搬送ベルト）
　第２の搬送ベルト３０は、材料層を第１の搬送ベルト１１から受け取り、その材料層を
積層位置まで担持搬送する。積層位置とは、材料層の積層（積層面への積み上げ）が行わ
れる位置であり、図４の構成では、第２の搬送ベルト３０が対向部材３３と弾性部材３５
およびステージ３４とで挟まれる部分が積層位置に該当する。
【００６３】
　第２の搬送ベルト３０には、樹脂、ポリイミドなどの材料からなる無端ベルトや、金属
シートの上に中抵抗層（体積抵抗率１×１０６～１０１３Ω・ｃｍ）が設けられた構成の
無端ベルトを用いることができる。搬送ベルトが金属を含んでいる場合、積層時の温度制
御を比較的短時間で行うことができるため、好ましい。
【００６４】
　第２の搬送ベルト３０は、２次転写ローラー３１、及び、複数のローラー３０１、３０
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２、３０３、３０４に張架されている。ローラー３１、３０１、３０２のうち少なくとも
いずれかが駆動ローラーであり、不図示のモーターの駆動力によって第２の搬送ベルト３
０を図中時計周りに回転させることができる。
【００６５】
　（２次転写ローラー）
　２次転写ローラー３１は、第１の搬送ベルト１１から第２の搬送ベルト３０へと、材料
層を転写させるための転写手段である。２次転写ローラー３１は、層形成部Ｕ２の対向ロ
ーラー１１０との間で第１の搬送ベルト１１及び第２の搬送ベルト３０を挟み込むことで
、両者のベルト間に２次転写ニップを形成する。そして、不図示の電源により２次転写ロ
ーラー３１に材料画像とは逆極性のバイアスを印加することで、材料層を第２の搬送ベル
ト３０へと転写させることができる。
【００６６】
　（画像検知センサー）
　画像検知センサー３２は、第２の搬送ベルト３０の表面に担持された材料層を読み取る
検知手段である。画像検知センサー３２の検知結果は、材料層の位置合わせ、積層位置へ
の搬送タイミング制御などに利用される。
【００６７】
　（対向部材）
　対向部材３３は、積層位置に搬送された材料層にステージ３４または造形物を押し当て
圧力を加えるための押圧部材である。対向部材３３は、第２の搬送ベルト３０を挟んでス
テージ３４と対向する位置に配置され、ステージ３４に対向する押圧面は平面となってい
る。ただし、対向部材３３の押圧面は必ずしも平面である必要はなく、例えば、第２の搬
送ベルト３０の搬送方向に対して垂直な回転軸を有するローラー形状の部材を採用するこ
とができる。対向部材３３がローラー形状を有する場合、回転軸と積層面とが平行でなけ
れば、押圧面が平面の対向部材３３と同様の課題が生じる。
【００６８】
　また、対向部材３３は、材料層の温度を制御する温度制御手段を備えており、材料層を
軟化温度以上に加熱することができる。温度制御手段には、例えばセラミックヒーター、
ハロゲンヒーターなどの温度制御が可能な加熱手段を用いることができる。また、加熱手
段だけでなく、チラーなどを用いて放熱ないし冷却により材料層の温度を積極的に低下さ
せる冷却手段を設けてもよい。
【００６９】
　（ステージ）
　ステージ３４は、材料層が積層され立体物が作製される平面台である。ステージ３４は
、不図示のアクチュエータによって、材料層の積層方向に移動可能となっている。積層位
置まで担持搬送された材料層を、第２の搬送ベルトごと弾性部材３５と積層面との間で挟
み込み、加熱および加圧を行うことで、材料層を第２の搬送ベルト３０からステージ３４
へと転写させる。１層目の材料層はステージ３４の上に直接転写され、２層目以降の材料
層はステージ３４上の作製中の立体物の上に積み上げられていく。ステージ３４の上か作
製中の立体物の上かにかからず、材料層が積層される面と積層面と称する。
【００７０】
　（弾性部材）
　本実施形態では、弾性部材３５は対向部材３３の加圧面（ステージの積層面と対向する
面）側に配置されている。このような構成によれば、図２で説明したように、造形中の立
体物と材料層と第２の搬送ベルトとを重ねた状態で、これらを対向部材３３の弾性部材３
５が設けられた面に押し当てて加圧される。すると、造形物の積層面と対向部材３３の加
圧面とが平行でない場合でも、弾性部材３５の収縮作用によってステージ３４と対向部材
３３の全面が接触するため、材料画像領域の全域が加圧され、積層固着に必要な熱が十分
に伝わるようになる。その結果、積層不良の発生を抑制することが可能となる。
【００７１】



(12) JP 2018-16005 A 2018.2.1

10

20

30

40

50

　前述したように、対向部材３３がローラー形状を有する場合、押圧面となるローラーの
周面に沿って弾性部材を配置すればよい。
【００７２】
　［造形装置の動作］
　次に、上記構成を有する造形装置を用いて立体物を作製する際の造形動作について説明
する。ここでは、既に３次元モデルのスライスデータが取得されたものとして説明する。
図５は、本実施形態の造形装置の動作シーケンスを示すフローチャートである。
【００７３】
　まず、制御部Ｕ１は、各材料画像形成部１０の像担持体１００、第１の搬送ベルト１１
、及び、第２の搬送ベルト３０が同じ外周速度（プロセス速度）で同期して回転するよう
、モーター等の駆動源を制御する。
【００７４】
　回転速度が安定した後、上流側の材料画像形成部１０ａにて、公知の電子写真プロセス
を用いて、第１の造形材料からなる材料画像を形成する（Ｓ５０１）。この材料画像は、
転写装置１０４ａによって第１の搬送ベルト１１上へと１次転写される。
【００７５】
　また、制御部Ｕ１からの制御信号を受け、材料画像形成部１０ａでの像形成開始から所
定の時間をおいて、材料画像形成部１０ｂで、材料画像形成部１０ａと同様にして第２の
造形材料からなる材料画像の形成が開始される（Ｓ５０２）。この時、材料画像形成部１
０ａ、１０ｂにおける像形成開始の時間差を調整することにより、それぞれの材料画像形
成部で別々に形成された材料画像が第１の搬送ベルト１１上で位置合わせして配置され、
１層分の材料層が形成される（Ｓ５０３）。第１の造形材料として、３次元モデルを構成
する構造材料、第２の造形材料としてサポート材料を用いる例が考えられる。第２の造形
材料の配置が必要の無い材料層の場合には、材料画像形成部１０ｂでの像形成は行われず
、第１の造形材料の材料画像のみで材料層が形成される。その後、材料層は第１の搬送ベ
ルト１１によって積層部Ｕ３へと搬送される。
【００７６】
　上記のように材料層の形成動作が行われている間、積層部Ｕ３の第２の搬送ベルト３０
は第１の搬送ベルト１１に接触した状態で、同じ外周速度（プロセス速度）で同期回転し
ている。そして、第１の搬送ベルト１１上の材料層の前端が２次転写ニップに到達するタ
イミングに合わせて、制御部Ｕ１が２次転写ローラー３１に所定の転写バイアスを印加し
、材料層を第２の搬送ベルト３０へと転写させる（Ｓ５０６）。
【００７７】
　第２の搬送ベルト３０は同じプロセス速度のまま回転を続け、材料層を図４の矢印方向
に搬送する。そして、画像検知センサー３２がベルト上の材料層の位置を検知すると、制
御部Ｕ１はその検知結果に基づいて材料層を所定の積層位置まで搬送させる（Ｓ５０８）
。材料層が積層位置に到達するタイミングで、制御部Ｕ１は第２の搬送ベルト３０を停止
させ、材料層を積層位置に位置決めする（Ｓ５０９）。その後、制御部Ｕ１はステージ３
４を上昇させてベルト面に近づけ、ステージ面又はステージ面上の造形物の上面を第２の
搬送ベルト３０上の材料層に接触させ、対向部材３３との間で挟み込むことで造形物と材
料層とを加圧する（Ｓ５１０）。この状態を維持して、制御部Ｕ１は、所定の温度制御シ
ーケンスにしたがって、対向部材３３が備える昇温手段の温度を制御する。具体的には、
最初に、第１の目標温度まで対向部材３３を加熱する第１のモードを所定時間行って、材
料層の粒子材料を熱溶融させる（Ｓ５１１）。すなわち、第１のモードにおいては、対向
部材３３による材料層の加熱を行う。これにより材料層が軟化し、シート状の材料画像と
ステージ面又は立体造形物上面とが密着する。このとき、立体造形物の積層面と対向部材
３３の加圧面とが平行でない場合でも、弾性部材３５の収縮作用によって、立体物と材料
層間の圧力むらおよび温度むらが軽減され、圧力不足および熱不足によって発生する積層
不良を抑制することができる。その後、第１の目標温度よりも低い第２の目標温度に対向
部材３３を制御する第２のモードを所定時間行い、軟化した材料層を固化させる（Ｓ５１
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２）。
【００７８】
　なお、第１のモード及び第２のモードにおいては、温度の制御域が広すぎると、温度制
御を安定化させるのに時間がかかり、積層プロセス時間が必要以上にかかってしまう。そ
れゆえ、第１の目標温度の制御域は、材料層を構成する各材料の融点もしくはガラス転移
点のうち最も高い温度を下限温度とし、上限温度は下限温度の＋５０℃程度に設定すると
よい。同じように、第２の目標温度の制御域は、材料層を構成する各材料の結晶化温度も
しくは非晶質材のガラス転移点のうち最も低い温度を上限温度とし、下限温度は上限温度
の－５０℃程度に設定するとよい。第２のモード終了後、制御部Ｕ１はステージ３４を下
降させ、対向部材３３から遠ざける（Ｓ５１３）。
【００７９】
　材料層全体が第２の搬送ベルト３０の表面から積層面へと転写された後、必要数の材料
層の積層が終了したかどうかの判断が行われ（Ｓ５１４）、必要数に達している場合は積
層動作は終了され、必要数に達していない場合は次層の材料画像形成プロセスの実行が開
始される（Ｓ５０１～）。
【００８０】
　以上の工程を必要回数繰り返すことで、ステージ３４上に所望の立体物が形成される。
立体物の完成後、ステージ３４から立体物を取り外し、サポート材料を除去することで、
３次元モデルに対応した最終立体物（物品）を得ることができる。なお、サポート材料の
除去後、更に、所定の処理（例えば、クリーニング、組立等）を立体物に対して行うこと
で、最終立体物（物品）を製造してもよい。
【００８１】
　以上説明したように、本実施形態にかかる造形装置を用いて造形を行えば、対向部材３
３の加圧面とステージ３４上の積層面が平行でない場合であっても、弾性部材３５の収縮
作用によって積層不良を抑制することができる。その結果、造形精度の高い立体物を作製
することが可能となる。
【００８２】
　＜第２実施形態＞
　本実施形態に係る立体造形装置の積層位置における構成の概略を図６に示す。本実施形
態は、弾性部材３５を、ステージ３４の積層面表面に配置している点で第１実施形態と異
なる他は、第１の実施形態と同様である。
【００８３】
　本実施形態も、立体物および材料層を第２の搬送ベルト３０および対向部材３３に押し
当てて加圧および加熱する際に、弾性部材３５の収縮作用によって、材料層と積層面との
間に生じる圧力むら及び温度むらを軽減することができる。その結果、対向部材３３の加
圧面と立体物の積層面とが平行でない場合であっても、積層不良を抑制することが可能と
なる。
【００８４】
　さらに、本実施形態は、第１の実施形態に比べ、加熱手段を備える対向部材３３と材料
層との間に弾性部材３５が存在しないため、材料層の温度制御をより短時間で行うことが
できるため好ましい。
【００８５】
　＜第３実施形態＞
　造形完了後の立体物をステージ３４から取り外しやすくするため、ステージの積層面側
に取り外し容易な造形プレートを設けてから造形する方法がある。
【００８６】
　造形プレートには種々の材質のものを採用することができるが、造形プレート自体が弾
性部材として機能する弾性率を有している場合は、第２の実施形態に含まれる。そこで、
本実施形態では、造形プレートに金属などの弾性率の高い材質からなる板状の部材を用い
る場合について説明する。
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【００８７】
　弾性率の高い造形プレートを用いる場合、造形プレートの対向部材と対向する側の面に
弾性部材を配置する形態と、造形プレートとステージとの間に弾性部材を配置する形態と
が考えられる。
【００８８】
　まず、造形プレートの対向部材と対向する側の面に弾性部材を配置する形態は、弾性部
材を備える造形プレートをステージの上に設置することで実現することができ、図６と同
等の構成と効果を得ることができるため、詳細な説明は省略する。
【００８９】
　次に、造形プレートとステージとの間に弾性部材が設けられた形態を説明する。かかる
造形装置の積層位置における構成を図７に示す。取り外しが可能な造形プレート４０と、
ステージとの間に弾性部材３５が配置されている点で第１実施形態と異なっているが、そ
の他は第１の実施形態と同様である。
【００９０】
　対向部材３３の加圧面と立体物の積層面とが平行でない場合に、対向部材３３と材料層
と第２搬送ベルト３０と造形プレート４０とが互いに接触し始めると、その力を受けて弾
性部３５が変形を始める。つまり、弾性部材３５の収縮作用によって、材料層全体を積層
面に接触させることができる。その結果、対向部材３３の加圧面と立体物の積層面とが平
行でない場合であっても、積層不良を低減して造形を行うことが可能となる。この弾性部
材３５として、造形プレート４０とステージ３４との間に複数のバネを配置する構成を採
用することもできる。
【００９１】
　造形プレート４０は、弾性部材３５の変形を制限しない形でステージに設置する。例え
ば、弾性部材３５とステージ３４の対向部材３３に対向する面とを接着剤で固定し、造形
プレート４０を適度な粘着力を有する材料で弾性部材３５に固定するとよい。他に、造形
が行われる積層面を有する第１プレートとステージに固定するための第２プレートとを有
し、第１プレートと第２プレートとの間に弾性部材３５が挟まれている構成の造形プレー
ト４０を用いてもよい。第２プレートが、ネジや嵌合構造によってステージに着脱可能に
固定できる構造を有し、弾性部材３５は、第１プレートと第２プレートそれぞれとの接触
面が接着剤で固定されている構成が好ましい。
【００９２】
　次に、造形プレートが弾性部材を有さない形態について説明する。造形プレートが弾性
部材を備えていない場合は、そのままでは積層不良が生じてしまうため、第１実施形態と
組み合わせるか、第２実施形態を組み合わせるとよい。弾性部材を有さない造形プレート
と第２の実施形態を組み合わせると、図７と同等の構成を実現することができる。
【００９３】
　以上説明したように、造形プレートを用いる場合、造形プレートの対向部材と対向する
側の面に弾性部材を配置するか、弾性部材を備える造形プレートをステージの上に設置す
ると良い。このような構成により、積層不良の発生を抑制すると共に、造形完了後の立体
物をステージ３４から取り外しやすくなり、立体物１つあたりの造形時間を短縮すること
ができる。
【符号の説明】
【００９４】
　Ｕ２　画像形成部
　１０ａ、１０ｂ　材料画像形成部
　１１　第１の搬送ベルト
　２０　搬送体（搬送ベルト）
　Ｕ３　積層部
　３０　第２の搬送ベルト
　３３　対向部材
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　３４　ステージ
　３５　弾性部材
　３６　材料層
　３７　立体物

【図１】 【図２】



(16) JP 2018-16005 A 2018.2.1

【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】
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